公益財団法人岐阜県市町村振興協会海外派遣研修助成金交付要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、岐阜県内の市町村及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８４条第１項に規定する地方公共団体の組合（以下「市町村等」という。）が研修のために職員を海外に派遣する場合に、その実施に要する経費の助成について、必要な事項を定めるものとする。
（助成対象団体及び職員）

第２条　助成の対象とする団体は市町村等とし、助成の対象となる海外へ派遣する職員は、一般職に属する職員とする。
（助成事業）
第３条　助成の対象とする事業（以下「助成事業」という。）は、次の各号に掲げる事業とする。
（1） 職員の研修を目的とする海外派遣事業
（2） 国際交流、地域活性化等を目的とする調査研究のため職員を海外へ派遣す
る場合で、当該派遣が職員研修の一環として適当と認められる海外派遣事業
２　次の各号に掲げる事業は、助成の対象としない。

（1） 一般会計以外の会計で経費を支出した海外派遣事業
（2） 市町村等が、当該市町村等職員を対象に自主企画して開催する研修事業

（助成の規模）
第４条　助成金の限度額は、派遣職員に係る海外派遣事業に要する経費の範囲内の額で、派遣職員１名につき１０万円を限度とする。
（助成金の交付申請）
第５条　助成金の交付を受けようとする団体（以下「助成団体」という。）は、海外派遣研修助成金交付申請書（別記様式第１号）に、次の各号に掲げる書類を添えて申請するものとする。
（1） 海外研修企画書
（2） 日程及び渡航経路表

（3） 派遣職員に係る経費積算表

（4） その他理事長が必要と認める書類
（交付決定等）
第６条　理事長は、助成金の交付申請があったときは、その内容を審査し、適当と認める場合は、速やかに助成金の交付を決定するものとする。
２　前項の決定をしたときは、海外派遣研修助成金交付決定書（別記様式第２号）により助成団体に通知するものとする。
３　研修内容又は助成金の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、あらかじめ理事長の承認を受けるものとする。
（実績報告）
第７条　助成団体は、助成事業が完了したときは、海外派遣研修助成金実績報告書（別記様式第３号）に次の各号に掲げる関係書類を添えて、３０日以内に理事長に報告しなければならない。
（1） 研修実施結果書

（2） 経費明細書

（3） 修了証書（修了証書が発行されない場合は復命書）の写し

（4） その他理事長が必要と認める書類
（助成金の額の確定）
第８条　理事長は、前条の報告を受けたときは、その報告に係る海外派遣研修の成果が、助成金の交付決定の内容及びこれに付けた条件に適合するものであるかを審査し、適合していると認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し、海外派遣研修助成金交付確定書（別記様式第４号）により助成団体に通知するものとする。
（助成金交付請求書）
第９条　助成団体は、助成金の交付を受けようとするときは、海外派遣研修助成金交付請求書（別記様式第５号）を理事長に提出するものとする。
（交付決定の取消）
第１０条　理事長は、助成団体が助成金を他の用途に使用し、又は交付決定の内容若しくはこれに付けた条件に違反したときは、助成金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
（助成金の返還）
第１１条　理事長は、前条の規定により助成金の交付決定を取り消した場合において、既に助成金が交付されているときは、期限を定めてその返還を求めるものとする。
２　理事長は、第８条の規定により助成金の額の確定をした場合において、既にその額を超える助成金が交付されているときは、期限を定めてその返還を求めるものとする。　
（補則）
第１２条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関して必要な事項は、理事長が別に定めるものとする。
附　則
　この要綱は、公益財団法人岐阜県市町村振興協会の設立の登記の日から施行
する。
　　　附　則

　この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

別記様式第１号（第５条関係）

年　　　月　　　日

公益財団法人岐阜県市町村振興協会

理事長　　　　　　　　　　様
団体名

職氏名　　　　　　　　　　㊞
海外派遣研修助成金交付申請書

公益財団法人岐阜県市町村振興協会海外派遣研修助成金交付要綱により、次のとおり助成金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
記
１　交付申請額　　　　　　　　　　　　　円
２　関係書類
①　海外研修企画書

②　日程及び渡航経路表
③　派遣職員に係る経費積算表
別記様式第２号（第６条関係）

年　　月　　日

団体名

職氏名　　　　　　　　　　　　様

公益財団法人岐阜県市町村振興協会
理事長　　　　　　　　　㊞
海外派遣研修助成金交付決定書

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付申請のあった助成金の交付については、次のとおり決定します。
記
　　交付決定額　　　　　　　　　　　　　円
別記様式第３号（第７条関係）
年　　月　　日
公益財団法人岐阜県市町村振興協会

理事長　　　　　　　　　　様

団体名

職氏名　　　　　　　　　　　　㊞
海外派遣研修助成金実績報告書

　　　　　年　　月　　日付け　第　　　号で交付決定のあった海外派遣研修助成事業を完了したので、関係書類を添えてその実績を報告します。
　関係書類
1 研修実施結果書
2 経費明細書
3 修了証書（修了証書が発行されない場合は復命書）の写し
別記様式第４号（第８条関係）

年　　月　　日

団体名

職氏名　　　　　　　　　　　　様

公益財団法人岐阜県市町村振興協会

理事長　　　　　　　　　㊞

海外派遣研修助成金交付確定書

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定した助成金の交付については、次のとおり確定します。
記
　　交付確定額　　　　　　　　　　　　　円
別記様式第５号（第９条関係）

年　　月　　日

公益財団法人岐阜県市町村振興協会

理事長　　　　　　　　　　様

団体名

職氏名　　　　　　　　　　　㊞
海外派遣研修助成金交付請求書

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付確定のあった助成金の交付を受けたいので、次のとおり請求します。
記
　　　　　　　金　額　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（払込銀行名）

（払込口座番号）

（払込口座名義）

（注）払込口座名義人には、フリガナを付すこと。
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